




























































































































年令 家族構成 家族人数 扶養者数
15才 単身 1人 0人
27才 結婚 2人 1人
30才 第一子 3人 2人
33才 第二子 4人 3人






























































管理 専門 専任 統括 対応職位
10 統括管理職 7
9 高度管理職 高度開発職 統括管理補佐 6
8 高度管理職補佐 高度開発職補佐 5
7 上級管理職 上級専門職 上級専任職 4
6 中級管理職 中級専門職 中級専任職 3








等級 管理職、統括職 専門職 専任職 職位給
10 部長A、室長A 統括企画担当A 職位780000
9 部長B、室長B、指 統括企画担当B、上 職位6
導統括、店長、セン 級専門職A、システ 70，000
ター長、工場長 ムアナリストA
8 指導統括、店長、次 上級専門職B、シス 職位5
長、課長A、センター長、工場長 テムアナリストB、
､品開発A 60，000









































6 59，200 58，5007，90057，300 56，600
7 618006110060500 59900592 0
8 62，5006210061，80061，500 61，200
























































































































































各等級 1等級 2等級 3等級 4等級 5等級 6等級
①男女間職能給賃金格差、最大年度 2000年20000年 2000年1996年1999年2000年
②当該年度における平均勤続年数の差 0．4 1．4 2．7 3．4 5．6 2．6
③各等級内における習熟昇級額 20002，600 3，200 3，900 4，6005，400
④平均勤続年数の差による賃金格差（②×③） 800 3640 8640132602576014040





















































一 一〇．3 一〇．3一2．7 一〇．4 0．0
【注1・表中各数値は、各職位内における男女間の平均勤続年数の差 （＝〈女性平均勤続年数〉
　　一く男性平均勤続年数〉）
　　・表中「一」は調査にて明らかにすることができなかった数値
　　・表中太枠は、各職位において、女性の平均勤続年数に比べ相対的に、男性の平均勤続年
　　数が最も短かった年度を示している。
【出所】A生協「正規職員賃金資料」各年度より作成
級において、男性の職能給受給額が概して高くなって
いるが、各等級内男女間の勤続年数の相違、及び各等
級内の習熟昇級を勘案すれば、A生協においてはむし
ろ女性正規職員の方が相対的に高い職能給を受給して
いたと言える。
（2）職位給における男女間賃金格差
　職能給に続き、職位給について検討していくことと
したい。職位給について再度、その性格を確認してお
けば、職位給は職員が就いている職位に基づき一律に
支給される給与であるが、男女間で就いている職位に
隔たりがある場合には、その隔たりに基づき男女間の
賃金格差が生じることとなる賃金項目であった。以下
では、まず各職位において、男女の勤続年数にどれほ
どの差があるかを検討していくこととしたい。各職位
における勤続年数に着目するのは、仮に女性がより低
い職位に滞留、あるいは追いやられ、より高位の職位
に男性が就いている場合には、より低い職位における
女性の勤続年数が男性に比べ相当程度高くなっている
はずであるからである。
　図表9は、各職位における男女間の平均勤続年数の
差（＝〈女性平均勤続年数〉一〈男性平均勤続年数〉
を各年度別にまとめたものである。表中の各値が概し
て負の値となっていることから、全体的に男性の平均
勤続年数より、女性職員の平均勤続年数の方が短い、
やや言い方を変えれば、男性職員に比べより早く上位
の職位についていることがわかる。各年度の中で、全
ての値が正となっている（男性の方が女性に比べ平均
勤続年数が短い、すなわち男性の方が早く当該職位に
到達している）職位は、職位3のみであるが、1994
年に2．3年であった平均勤続年数の差は、2000年にか
けてその値が小さくなり、2000年には0．2年とほとん
ど差がなくなっている。このことから、職位3におい
ても女性の平均勤続年数は短くなり、従前に比べ、よ
り早期に職位3の仕事に就く傾向にあったことがわか
る。
　以上のことから職位給においても、むしろ女性の方
が男性に比べ、より上位の職位に早く就く傾向にあり、
やや例外的であった職位3においても、男女間の勤続
年数の差は縮まり、2000年時においてはほとんど差が
見られなくなったと言える。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　詣　ズ甲
孝の．男女房7費　金替差∠・」労留β・一．4塗誘の辮に碁づ〃馳で一
図表10
比率
（女性／男性）
100％
90％
80％
70％
60％
【A生協の男女間賃金格差の水準】
＋男女間賃金格差（賃金センサス）
｝” р?@一男女間賃金格差（A生協）
50％
　　　94　　　　95　　　96　　　　97　　　　98　　　　99　　　00
【注】
・「男女間賃金格差（賃金センサス）」＝各年度における、決
まって支給される現金給与額（女性）／（男性）により算出
・「男女間賃金格差（A生協）」は、各年度における、女性基
準内給与平均／男性基準内給与平均により算出
【出典】
労働省政策調査部編『賃金構造基本統計調査』、労働法令
協会、各年度、及びA生協「正規職員賃金資料」各年度に
より作成
図表11
比率 一th一正規職員間の賃金格差
一雇用形態間の賃金格差
　　　94　　　　95　　　　96　　　　97　　　　98　　　　99　　　　00
【注】
・「正規職員間の賃金格差」は、表10における「男女間賃金
格差（A生協）に同じ
・「雇用形態間の賃金格差」について、正規職員の平均基
準内給与を所定内労働時間で割り、時給換算し、その値
でパートの基準内平均時給を除して算出。
【出典】
A生協「正規職員賃金資料」各年度、及び「パート職員賃金
資料」各年度により作成
4．A生協労働組合の取り組みの意義と課題
　以上、これまでA生協における男女間の賃金格差
について検討を行ってきたが、本節ではまず、90
年代のA生協における正規職員の男女間賃金格差
の推移と、同時期の日本における正規職員の男女間
賃金格差の推移とを比べ、A生協の男女間賃金格差
はどの程度の水準であったのかを明らかにするこ
ととしたい。
　図表10は、A生協における正規職員の男女間賃
金格差（基準内給与）の推移と、同時期の日本にお
ける正規職員の男女間賃金格差（決まって支給され
る現金給与）の推移を示したものである。図表10
が示すように、94年以降、日本における正規職員の
男女間賃金格差は、およそ60％を推移していたのに
対し、A生協における男女間賃金格差は約90％を推
移し、A生協の格差は、それに比べ相当程度限定的
であったことが把握できる。
　この点を鑑みれば、A生協労働組合による男女間
の賃金格差に対する取り組み、すなわち査定結果の
公開、労働組合による査定の規制、及び査定結果に
対する救済機関の設置によって、賃金格差を是正す
るという取り組みは、その可能性として相当程度、
有効的に機能した1つの表れとして理解し得よう。
この点において、その意義が認められ得る。
　その一方で、今日における非正規雇用の増加、及
び正規職員と非正規職員の賃金格差の拡大は、同時
に賃金の性差別構造の一形態を生み出していると
いう指摘17を踏まえれば、A生協における男女間賃
金格差に対する取り組みについて、その評価を一定
範囲に留めることもまた必要となる。
　A生協においても80年代以降、女性パート職員
は増加し、またその職域は拡大してきたが18、正規
職員と非正規職員の賃金格差の推移を示せば、図表
11の通り、およそ50％を推移し、その差は拡大傾
向にあったことがわかる。今、A生協における正規
職員のおよそ9割が男性であり、パート職員の大部
分が女性であるという事実に照らせば、A生協にお
ける雇用形態間の賃金格差は、賃金の男女間格差の
一形態であり、A生協の取り組みは当該賃金格差の
是正には有効に働いていたという保障はない。A生
協の男女間賃金格差に対する取り組みは、正規職員
における男女間賃金格差の是正には相当程度の役
割を果たしたものと理解しえるが、それと同時に今
日の非正規雇用の増大という潮流の中においては、
その課題をなお内包しているものとして考えられ
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る。
5．今後の課題
　本稿では、これまでA生協を事例に、A生協にお
ける正規労働者の男女間賃金格差の実態について、
主として検討を行ってきた。それに対する本稿の小
括は上述の通りであるが、今後、それらを踏まえ、
少なくとも以下の三点について検討していくこと
が必要であろう。
　第一に、A生協が制度上、備えている査定制度の
運用により、実際にどのような労働者が賃金等に関
する苦情の申告を行い、またそれに対して労働組合
のどのような対応のプロセスを経て、労働者の処遇
改善が行われたのか、その詳細を各労働者の個別的、
かっ具体的な事例に照らし合わせ分析を拡充して
いくことである。第二に、分析対象の拡大である。
本稿は、日本においては一般的であるとされる査定
制度とは、異なる特徴を有するA生協を事例に検討
を行ってきたが、今後、A生協と同様に、一般的で
はないとされる査定制度を運営している事業体等
を対象に、男女間の賃金格差の分析を行い、双方を
比較、検討をすることで論点を整理し、考察を深め
ていくこととしたい。第三に、分析対象期間の拡大
である。A生協では2000年代に入り、職能給に代
わり役割給が導入にされるに至っているが、本稿に
おいては、90年代を分析の対象としたため、役割給
の運用について検討の対象外となっている。今後、
役割給を導入されたことにより、男女間の賃金格差
にどのような変化が見られたのか、あるいは否なの
か等を含め、さらに検討を進めていくこととしたい。
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1本稿は、生活協同組合に性差別が一切存在しないと
主張するものではなく、また生活協同組合において存
在するありとあらゆる性差別について、包括的に論じ
ようとするものではない。本稿はあくまでも男女間の
賃金格差という点のみを問題の対象として限定し、A
生協を事例に、正規職員の男女間賃金格差について検
討を行うものである。尚、生活協同組合のジェンダー
分析を行った研究としては、上野千鶴子（2006）「生協
のジェンダー分析」現代生協論編集委員会編『現代生
協論の探求〈理論編〉、コープ出版が挙げられる
2　森ます美（2005）『日本の性差別賃金』有斐閣、1
－2頁
3　例えば、労働省（1991）『平成3年版労働白書』日
本労働研究機構、中田喜文（1997）「日本における男
女賃金格差の要因分析」中馬宏之・駿河輝和『雇用慣
行の変化と女性労働』、東京大学出版会、田中康秀
（2002）「わが国における男女間賃金格差の再検討」
『日本経済研究』等を参照されたい。
4　労働省、前掲書、136頁
5木元進一郎（1994）「人事考課＝査定の日・英比較」
『経営論集』、明治大学経営学研究所
6遠藤公嗣（1999）『日本の人事制度』ミネルヴァ書
　房
7　例えば森ます美、前掲書161－169頁、あるいは、
小越洋之助（2006）『終身雇用と年功賃金の転換』ミ
ネルヴァ書房、67－68頁を参照されたい。
8黒田兼一（1995）「男女賃金格差と人事考課」基礎
経済科学研究所編『日本型企業社会と女性』、青木書店、
143頁
9　小越洋之助、前掲書、73頁、86頁、
10例えば熊沢（2007）『格差社会ニッポンで働くという
こと』岩波書店が指摘するように、今日の男女間の賃
金格差は、正規労働者と非正規労働者との格差として、
その様相を呈している。筆者は、山縣（2008b）にお
いて、当該A生協を分析の対象として、正規労働者と
非正規労働者の賃金格差について、当該格差の程度、
及び90年代の推移について検討を行った。本稿はそ
うした試みに連なるものであり、今日において同様に
看過することのできない正規労働者の男女間賃金格差
の問題を検討しようとするものである。筆者は雇用形
態間の賃金格差としての男女間賃金格差の問題を、な
んら軽視するものではない。
11その他、A生協の概要について若干触れておけば
以下の通りである。A生協は関東圏に存在し、70年代
に複数の生協との「合同」を経て誕生した（日生協創
立50周年記念歴史編纂委員会、2001）。今日、2000
年代において、総事業高は1，000億円、組合員数は100
万人を越え、250億円以上の出資金を集めている。そ
柾
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　謁　文’
考の，男　閉塗啓差と’幽「浄一！1生　の事％に碁づ〃bで一
れらの点において、全国の生協の中でも最大規模の生
協であると言える（日本生活協同組合連合会、2004）。
12　以下、本節「（1）制度の概要」に関する記述は、
特に断らない限り、A生協労働組合（1992）『第7回
定期大会議案書』A生協労働組合に拠っている。
13　本稿では、紙幅の関係上、基準内給与のみに限り
言及していくこととし、その他、基準外給与について
は、稿を改めその詳細を検討することとしたい。
14　詳細は紙幅上割愛したが、厳密には中途採用者に
対しては、実年齢とは異なる「換算年齢」が設定され、
「換算年齢」に基づき年齢給が決定される。82年度の
賃金制度改訂後は，「換算年齢」と実年齢の差は，勤続
1年につき，1年補正され，実年齢に近づけられる。
15　調整給については、基準内給与に占める割合が
およそ0．5％であること、またその性格が、給与に不釣
合いが生じた場合に支給する給与であるため、検討の
対象から外すこととする。
16　本稿においては、職能給の分析対象を1等級から
6等級に限っている。それは7等級から10等級におい
ては、①対象となる職員数が著しく減ること、それに
伴い②異常値の影響を強く受けること、そして③必ず
しも厳密な分析を行うのに耐える形で資料を収集する
ことができなかったことに因る。同点については、稿
を改め検討することとしたい。
17森ます美、前掲書、32－33頁
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